東京都介護福祉士等修学資金貸与事務処理要領

第１　目的

　この要領は、東京都介護福祉士等修学資金貸与事業事務処理要綱（平成１９年６月５日付１９福保生地第１９０号福祉保健局長決定。以下「要綱」という。）第１８条に基づき、運用における細目を定め、介護福祉士等修学資金貸与事業（以下「貸与事業」という。）を円滑に実施すること目的とする。
　　　

第２　従事期間

　　　東京都介護福祉士等修学資金貸与条例（平成４年東京都条例第４１号。以下「条例」という。）第３条第１項第５号及び第１２条第１項第１号に定める「引き続き」及び「年」の解釈については、次に掲げる要件を満たすものとする。
　（１）月を単位として継続していること。

　（２）１年あたり必要最低従事日数については、「指定施設における業務の範囲等及び介護福祉士試験の受験資格に係る介護等の業務の範囲等について（昭和６３年社庶第２９号厚生省社会局長・児童家庭局長連名通知）」に規定する「業務従事期間の計算方法」に準じ、１８０日以上勤務すること。

第３　連帯保証人

　　　条例第８条第２項により、同条第１項第１号の規定にかかわらず知事が保証能力があると認めた場合とは、修学資金の貸与を受けている者の連帯保証人が死亡等により連帯保証することが困難となり、かつ他に同条第１項第１号に定める要件を満たすものがいない場合に限る。

第４　返還猶予事項　　
１　条例第１１条第1項第1号(介護業務等に従事しているため）による返還猶予の期間については、介護業務等が円滑に行われるにあたり必要なため施設等開設に伴う準備及び事前研修等で事業開始前に採用された場合は、その就業開始時期を返還猶予の始期とする。
２　条例第１１条第１項第４号（災害等やむを得ない理由）による災害以外の返還猶予の理由については、次のいずれかの要件を満たすものとする。
　　なお、（７）に該当する場合については、返還額の一部の猶予についても認めるものとする。

（１）出産・育児に係る次のいずれかに該当する場合。ただし、猶予期間については、介護業務等に従事したとはみなさない。

　ア　指定施設在職中に出産休暇・育児休業を取得する場合

　　　（ア）猶予期間

　　　　　　出産休暇に入る日の属する月の翌月から子が１歳に達する日（ただし、育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第７６号。以下「育休法」という。）第５条第３項で定める者にあっては１歳６ヶ月に達する日）の属する月までの間とする。
　　　（イ）提出書類

　　　　　①介護福祉士等修学資金返還猶予申請書（東京都介護福祉士等修学資金貸与条例施行規則（平成４年東京都規則第４２号。以下「規則」という。）第１３号様式）
　　　　　②出産休暇・育児休業を取得していることを証明する書類（従事先が発行）又は医師の証明書（出産予定日を明記）若しくはそれに準ずると認められる書類
　　　イ　出産・育児の理由で指定施設を退職し、出産後、再就職を希望する場合

　　　（ア）猶予期間

　労働基準法（昭和２２年法律第４９号）及び育休法の適用はないが、事実上勤務できないことから、休職後の福祉職場への安定した就職のための必要期間として、妊娠を理由とする退職日の属する月の翌月から子が１歳に達する日の属する月までの間とする。

（イ）提出書類

        　①介護福祉士等修学資金返還猶予申請書（規則第１３号様式）。ただし、再就職を希望する意思を明記すること。

　　　　　②医師の証明書（出産予定日を明記）又はそれに準ずると認められる書類
ウ　卒業後、出産・育児の理由で就職せずに出産準備期間に入る場合

　　　　（ア）猶予期間

　　　　　　　労働基準法及び育休法の適用はないが、事実上勤務できないことから、休職後の福祉職場への安定した就職のための必要期間として、卒業の日の属する月の翌月から子が１歳に達する日の属する月までの間とする。

（イ）提出書類

①介護福祉士等修学資金返還猶予申請書（規則第１３号様式）。ただし、就職を希望する意思を明記すること。

　　　　　　②医師の証明書（出産予定日を明記）又はそれに準ずると認められる書類
　（２）育休法に規定する介護休業を取得する場合（ただし、連続１月以上の取得であって、時間取得でないものに限る。)。ただし、猶予期間については、介護業務等に従事したとはみなさない。
　　　ア　猶予期間

　　　　　介護休業を開始する日の属する月の翌月から介護休業を終了するまでの間とする。

　　　イ　提出書類

　　　　　①介護福祉士等修学資金返還猶予申請書（規則第１３号様式）
　　　　　②介護休業を取得していることを証明する書類（従事先が発行）
（３）疾病・負傷等のため療養する必要があり、次のいずれかに該当しかつ勤務しないことがやむを得ないと認められる場合。ただし、猶予期間については、介護業務等に従事したとはみなさない。
　　　ア　指定施設在職中に病気休職等を取得する場合

　　　（ア）猶予期間

　　　　　①病気休職等を開始した日の属する月の翌月から医師が療養に要すると診断した期間。

　　　　　　ただし、猶予期間満了後も引き続き、療養が必要であると医師が診断した場合においては、再度、猶予を承認することを妨げない。

②医師が治療に必要な期間を特定して診断していない場合（ただし、治療に必要な期間が３月を超えると診断された場合に限る。）は、病気休職等を開始した日の属する月の翌月から１年間。ただし、猶予期間満了後も引き続き、療養が必要であると医師が診断した場合においては、再度、猶予を承認することを妨げない。

　　　（イ）提出書類

　　　　　①介護福祉士等修学資金返還猶予申請書（規則第１３号様式）
　　　　　②医師の診断書（以下のＡからＣに定める事項が証明できるもの） 又は病気休職等を取得していることを証明する書類(従事先が発行)

　　　　　　Ａ　症状

　　　　　　Ｂ　療養に要する期間

　　　　　　Ｃ　療養中、介護業務等に従事することが不可能であること　　　　
イ　指定施設を退職し、疾病・負傷等の治癒後に再就職を希望する場合

　　　（ア）猶予期間

　　　　  ①疾病・負傷等のため退職した日の属する月の翌月から医師が療養に要すると診断した期間。ただし、猶予期間満了後も引き続き、療養が必要であると医師が診断した場合においては、再度、猶予を承認することを妨げない。

②医師が治療に必要な期間を特定して診断していない場合（ただし、治療に必要な期間が３月を超えると診断された場合に限る。）は、疾病・負傷等のため退職した日の属する月の翌月から１年間。ただし、猶予期間満了後も引き続き、療養が必要であると医師が診断した場合においては、再度、猶予を承認することを妨げない。

③上記①及び②の期間満了後、就職活動等のため必要な期間については、さらに猶予することができる。なお、この期間については、上記①及び②の期間が満了した日から１年間を超えることができない。

（イ）提出書類
①介護福祉士等修学資金返還猶予申請書(規則第１３号様式)（再就職を希望する意思を明記すること。）

②医師の診断書(以下のＡからＣに定める事項が証明してあるもの)
　　　　　　Ａ　症状

　　　　　　Ｂ　療養に要する期間

　　　　　　Ｃ　療養中、介護業務等に従事することが不可能であること

（４）養成施設を卒業後、１年以内に指定施設等で介護業務等に従事する意思があり、求職中の場合。ただし、猶予期間については、介護業務等に従事したとはみなさない。
　　　ア　猶予期間

　　　　　原則として、１年間とする。

イ　提出書類

①介護福祉士等修学資金返還猶予申請書(規則第１３号様式)（養成施設を卒業後、１年以内に指定施設等で介護業務等に従事する意思があることを記入すること）

②借用証書(規則第１１号様式)

（５）就職先内定後、就職待機中の場合。ただし、猶予期間については、介護業務等に従事したとはみなさない。
　　　ア　猶予期間

　　　　　内定後待機期間中。ただし、１年を超えないものとする。

　　　イ　提出書類
　　　　①介護福祉士等修学資金返還猶予申請書(規則第１３号様式)　

②内定通知書
（６）人事異動により、指定施設等での介護業務等に従事できなくなったとき。ただし、猶予期間については、介護業務等に従事したとはみなさない。
ア　猶予期間

通算して２年以内とする。

イ　提出書類

　　　①介護福祉士等修学資金返還猶予申請書（規則第１３号様式）
　　　　　②人事異動により、指定施設等での介護業務等に従事できなくなったことを証明する書類（従事管理者による証明等）
（７）無資力者等次のいずれかに該当する場合

（ア）国税、地方税等について、既に徴収猶予等の処分を受けている者

　　　（イ）現に生活保護法によるいずれかの扶助を受給している者

　　　（ウ）他に援助を行う者がいない母子家庭、父母のいない未成年者、老齢年金受給者等

　　　（エ）その他身体障害者等であって、その生活の現況が減免規定との均衡上、猶予の処分を行うことが相当と判断される者

　　　（オ）要綱第１７条により準用する福祉保健局債権管理事務処理要綱（平成１９年４月１日付１８福保総計第４４０号）第１３条第１項（２）から（４）までのいずれかに該当する者。ただし、福祉保健局債権管理事務処理要綱第１３条第１項（２）に該当する者については、返還額の一部の猶予しか認めない。

　　　ア　猶予期間

　　　　　１年以内とする。ただし、更新を妨げない。

　　　イ　提出書類

　　　　（ア）介護福祉士等修学資金返還猶予申請書(規則第１３号様式)
　　　　（イ）所得に関する証明書等、無資力等の事実を証明する書類

（ウ）返還額の一部の猶予の申請の場合は、返還計画書（規則第１２号様式）
第５　返還免除事項

１　条例第１２条第２項第２号（災害等やむを得ない理由）による災害以外の返還免除の理由については、次の要件を満たすものとする。
第４の（７）の理由により規則第１１条の償還猶予決定（この項に限り、以下「猶予決定」という。）した債権について、当初の決定から１０年を経過した後、なお第４の（７）の理由による猶予決定（返還額の全部猶予決定に限る。）を受けている者。但し、返還額の一部猶予決定を受けた者については、返還額の全部猶予決定を受けてから１０年を経過した後、なお第４の（７）の理由による猶予決定（返還額の全部猶予決定に限る。）を受けている者に限る。

ア　提出書類

　　　　①介護福祉士等修学資金返還免除申請書(規則第１９号様式)

　　　　②所得に関する証明等無資力等の事実を証明する書類

２　条例第１２条第２項第３号に規定する「特別の事情」とは、次に掲げるいずれかの場合とする。
（１）心身の故障のため指定施設等を退職したとき
（２）人事異動により、指定施設等での介護業務等に従事できなくなったとき。ただし、第４の２の（６）により決定した償還猶予期間として２年経過した場合に限る。

（３）出産のため、指定施設等を退職したとき

　　ア　提出書類

　　　　①介護福祉士等修学資金返還免除申請書(規則第１９号様式)

　　　　②特別の事情を証明する書類(第３に規定する書類に準ずる) 

第６　指定施設等

　１　規則第３条第１項第４号に規定する有料老人ホームについては、「有料老人ホームの設置運営標準指導指針について（平成１４年老発大０７１８００３号厚生労働省老健局長通知）」中の別添「有料老人ホーム設置運営標準指導指針」中の別表「健康型有料老人ホーム」を除く。

２　規則第３条第１項第１８号に規定する「介護等の便宜を供与する施設又は事業」とは、次に掲げるいずれかの場合とする。
（１）東京都の要綱に基づく心身障害者(児)通所訓練又は授産事業及び知的障害者授産事業

　（２）区市町村が実施している事業又は補助している事業のうち、介護の便宜を供与するもの

　（３）「健康保険組合事業運営基準(昭和３５年保発第７０号厚生省保険局長通知)」に基づく在宅療養支援事業を行っている施設

　（４）学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第７３条の２に定める特別支援学校の寄宿舎

第７　国通知の準用

　　　条例、規則、要綱及び前各項に定めるもののほか、次に掲げる通知を準用する。

　　（１）介護福祉士等修学資金の貸付について（平成５年厚生省発社援第１６４号厚生事務次官通知）

　　（２）介護福祉士等修学資金貸付制度の運営について（平成５年社援施第６９号厚生省社会・援護局長通知）

　　（３）指定施設における業務の範囲等及び介護福祉士試験の受験資格の認定に係る介護等の業務の範囲等について（昭和６３年社庶第２９号厚生省社会局長・児童家庭局長連名通知）

　　（４）指定施設における業務の範囲等及び介護福祉士試験の受験資格の認定に係る介護等の業務の範囲等について（昭和６３年社庶第３０号厚生省社会局庶務課長・児童家庭局企画課長連名通知）
　　　　附　則（平成１９年１９福保生地第１９４号）

１　この要領は、平成１９年４月１日から適用する。

２　東京都介護福祉士等修学資金貸与条例及び同条例施行規則の運用基準（平成９年１月２８日付８福地人第１０７７号）は廃止する。ただし、廃止前にした行為に対する適用については、なお従前の例による。

　　　　　附　則（平成２０年１９福保生地第１７７５号）

　この要領は、平成２０年４月１日から適用する。







